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基準３．教育課程 

３－１．教育目的が教育課程や教育方法等に十分反映されていること。 

（１）事実の説明（現状） 

３－１－① 建学の精神・大学の基本理念及び学生のニーズや社会的需要に基づき、学部、

研究科ごとの教育目的・目標が設定されているか。 

〈学部〉 

本学（学部）は建学の精神、立学の方針に基づき、「国家社会の建設に有為な人材を育

成すること」を教育目的としてきた。この教育目的は、平成 16(2004)年に、カリキュラム

コーディネート委員会（以下、「CC 委員会」という。）において、近年の学生および社

会のニーズをふまえて、あらためて検討された。CC 委員会での検討の要旨は次のとおり

である。 

従来の教養教育・専門教育の教育目的は知識・技能を習得させることに重点があっ

たが、わが国の未来を担う良識ある経済人を育成するためには、単に知識・技能を習

得させ、あるいは伸ばすだけでは十分ではない。これに加えて、ものごとに積極的に

かかわることのできる力、失敗しても立ち上がり再びチャレンジする力、すなわち人

間として生き抜く力（人間力）を身につけさせる必要性がある。現在および未来の国

家社会において有為な人材とは、そうした人材である。 

こうして、本学（学部）の教育目的は、「ゼロから立ち上げる」興動人を育成すること

として、より明確に設定されたのである。 

 

〈大学院〉 

大学院経済学研究科は、建学の精神、立学の方針のもと、経済学の理論および応用を教

授研究し、その深奥を究めてもって文化の進展に寄与する人材育成を教育目的としている。

現代は、科学技術の高度化や様々な分野でのグローバル化、それと同時に発生する多様な

規模でのグループ間の対立や相違といったさまざまな問題を抱えている。本研究科の教育

目的は、こうした状況下で活躍しうる人材の育成を目指すものとして設定されている。 

 

３－１－② 教育目的の達成のために、課程別の教育課程の編成方針が適切に設定されて

いるか。 

〈学部〉 

平成 16(2004)年のカリキュラム改革で、教育目的達成のため、従来の「教養教育科目」

「専門教育科目」「学科共通科目」の 3 つの科目分野を廃止して、「共通科目」「学科科

目」「ゼミ科目」「キャリア科目」「能力開発科目」「興動館科目」の 6 つの科目分野に

編成替えした。これらの 6 つの科目分野を、1 年次から 4 年次まで、バランスよく学習さ

せることによって、興動人の育成を目指している。 

なお、6 つの科目分野は、それぞれ興動人に必要な能力の開発を担っている。すなわち、

学科科目・共通科目では「必要な基礎知識の習得」を、ゼミ科目では「プレゼンテーショ

ン能力の開発」を、キャリア科目・能力開発科目では「社会人として活躍できる能力の開

発」を、興動館科目を含む興動館教育プログラムでは「人間力の開発」を目指し、それぞ

れが編成されている。学科科目については、全学的な教育目的をふまえた上で、学科の個
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性や独自性が示されたものとなっている。 

以下において、上述した 6 科目分野の教育課程の編成方針を述べる。 

（学科科目） 

教育目的達成のために「必要な基礎知識の習得」を目指す科目を、学科の個性を活かし

つつ設置することが、各学科の教育課程における共通した編成方針となっている。 

経済学科科目は、幅広い経済学の知識を獲得すること、獲得した知識を活かして実務・

実践的能力を養うこと、地域に密着した人材を育成することを目指して設置されている。 

経営学科科目は、実践的かつ総合的な能力を開発することを目指して編成されている。 

個別領域を詳細に学ぶための専門科目を配置していることはもちろんのこと、経営学全体

を総合的に学ぶ総論的科目もバランス良く配置される。また、知識が単なる机上の空論で

はなく、実践的な行動に結び付くような科目の設置が行われている。 

国際地域経済学科科目は､アジア太平洋地域の国々との関係を深める広島を中心とした

中四国経済圏の発展に貢献できる、グローバルマインド豊かな、実践力・行動力のある人

材の育成を目指して編成されている。 

ビジネス情報学科科目は、「ビジネス」と「情報」に関する総合的な学習を通じて、最

先端のビジネスと情報社会に適合する高度な専門性と職業能力を有する人材の育成を目指

し、理論教育と実践的な活用演習をセットとすることで、実践的かつ総合的な教育課程と

なるように編成されている。 

メディアビジネス学科科目は、「ビジネス」と「メディア・IT」の分野に関して、学際

的かつ多角的な知識と技能の習得が可能となるよう、両分野の科目を総合して編成されて

いる。高度情報ネットワーク社会とそれに対応したビジネスの新しい知識を習得し、それ

らを総合して、メディアをビジネスに戦略的に活用できる人材の育成を目指す。 

（共通科目） 

共通科目の編成方針は、大学の教育目的である「興動人」の育成を目指して、幅広い分

野にわたる基礎知識・豊かな人間性・自己表現力が養えるようなカリキュラムを設置する

ことである。 

総合科学科目群では、人文・社会・自然・健康の各分野にそれぞれ可能な限り多くの科

目を配置し、広い視野に立って総合的な判断力を養うことができるようにしている。また、

日本語表現・外国語科目群では、適切な自己表現ができるコミュニケーション力を養うた

めに、文章表現科目・英語科目を段階的に高めて学んでいけるように科目を配置している。

さらに、資格支援科目では、社会人・職業人として必要な、役立つ知識を得させる科目を

配置している。 

（ゼミ科目） 

ゼミ科目の編成方針は、興動人であるために必要なプレゼンテーション能力育成を目指

す科目を設置することである。1 クラスはそれぞれ約 10～15 名程度で構成され、学生と

教員、学生同士の円滑な交流を通じてプレゼンテーション能力の開発を目指せるよう、環

境が整えられている。 

（興動館科目） 

興動館科目の編成方針は、興動人に必要な「人間力」の涵養を目指し、経験や実践を通

じて学生が主体的・能動的に参加して学べるようなカリキュラムとすることである。 
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また、興動館科目は、「ゼロから立ち上げる」体験を仲間と共有しつつ協働する興動館

プロジェクトとも連携を図っている。 

（キャリア科目） 

キャリア科目の編成方針は、興動人となるために主体的な進路の選択ができる能力を育

成する科目、実社会で活躍できるチャンスを広げるために各種就職試験対策となる科目を

体系的に配置することである。 

（能力開発科目） 

能力開発科目の編成方針は、学科科目で修得した理論を実社会で活用できる実務能力・

実践能力を磨く科目を体系的に配置することである。 

 

〈大学院〉 

大学院経済学研究科の教育課程の編成方針は、博士課程前期課程、博士課程後期課程の

各々につき、次のように設定されている。 

前期課程は 2 つのコースからなる。前期課程「経済学専修コース」の教育課程編成方針

は、高度な専門職業人あるいは高度な専門的知識・能力を備えた実務担当者として活躍し

うる人材の育成を目指すための科目を配置することである。基礎的科目・実践的科目に重

点を置く学部での学習に加えて、より高度で専門的な経済学的知識および分析能力を体系

的に修得することを目指したものとなっている 

前期課程「研究者養成コース」の教育課程編成方針は、研究指導を重視し、将来研究者

として活躍しうる人材の育成を目指すための科目を配置することである。このコースでは、

前・後期課程一貫制をとっている。 

後期課程「研究者養成コース」の教育課程編成方針は、博士（経済学）の学位取得を経

て、将来研究者として活躍しうる人材の育成を目指し、研究指導を重視したものとするこ

とである。 

 

３－１－③ 教育目的が教育方法等に十分反映されているか。 

〈学部〉 

教育目的を教育方法に反映させるために、さまざまな取り組みを行っている。なお、本

学部は、入学直後に学外で実施される「新入生セミナー」、および 1 年次配当の「入門ゼ

ミⅠ」と「入門ゼミⅡ」（ともに必修科目）を通して、新入生が大学教育や大学生活に、

スムーズに溶け込めるように努めている（本学には、入門ゼミ以外にも、同趣旨に基づく

授業科目がある）。 

以下、各科目分野における取り組みを述べる。 

（学科科目） 

経済学科では、尐人数定員の実践科目を多数開設し、学んだ経済理論を実践する機会を

設けている。また、地元経済人を講師として招く地域特別講義群を設置し、中・四国地域

の経済の実態やビジネスの最前線の実情、つまり「生きた現場」を学生が学べる科目を提

供している。 

経営学科では、演習系科目群と特別演習科目群を 1 年次から 3 年次まで配置し、実践的

教育に必要な継続的指導を可能としている。また、興動館プロジェクトにかかわる教員が
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担当する等、興動館における実践的な教育との連携強化にも配慮している。さらに、学生

のスキルアップのため、資格取得を支援するための科目を段階的・系統的に設置している。 

国際地域経済学科では、1・2 年次の入門・基礎科目を通じ基礎的な国際経済理論の修得

を目指している。また、アジア・太平洋各国の経済・社会・文化の多様性を、ビデオ教材

の多用で楽しみながら学ぶ科目や、「企業インターンシップ」「実戦英語」のような実戦

的・実務的科目も設置している。また「異文化体験」では、異文化を早期に体験し、グロ

ーバルマインド修得のための動機付けを目指している。 

ビジネス情報学科の専門領域は、学際的かつ実践的である。したがって、複数の専門領

域に関する基礎科目群の充実を図り、実践力の獲得をも可能とする教育方法を取り入れて

いる。「入門科目」において学科の専門性や学びのプログラムの重要性への理解を深め、

卒業までの動機付けと授業参加への積極性を促す。2 年次からは職業上の進路に合わせた

「基礎科目」を履修し、3 年次以降の「発展・応用科目」を履修するように配置されてい

る。また、情報処理系の理論科目は演習科目群とセットにして配置し、理論を実践で活か

せる能力の開発を目指すなどの工夫を行っている。 

メディアビジネス学科では、第一に、コース・オファリングを採用している。具体的に

は、「入門科目」および「基礎科目」で基本的な知識を習得したのちに、「発展・応用科

目」である「ビジネス科目」と「メディア・IT 科目」を履修するよう配置している。第二

に、理論科目と演習科目とをバランスよく配置している。第三に、社会や企業の要請に速

やかに対応できる能力を養成するために、ビジネス実務における具体的な知識やノウハウ

の提供を目的とした実践的メディアビジネス教育に力点を置いている。これは、知識と情

報およびメディア活用スキルを体系的に理解させるしくみを強化するものである。 

（共通科目） 

共通科目では、基礎的な知識や技能を広く学べる入門科目を 1・2 年次前期の開講とし、

人文・社会・自然・健康各分野にわたって 15 科目設けている。より深い内容を学べる他

の科目は、1 年次後期あるいは 2 年次以降に設け、学生が無理なく知識の開発を行えるよ

うにしている。語学系科目も基礎科目を 1 年次の必修履修科目とし、中・上級科目は 2 年

次以降に学べるようになっている。また、語学系科目は学びやすい規模の尐人数クラスと

した。ことに、英語は 3 段階の習熟度別クラスとし、各自の習熟度に応じた授業が受けら

れるようになっている。さらに、「興動人」必須の表現力育成のために、「日本語文章表

現」を履修登録必修科目とし、2 年次以降に文章表現の中・上級科目を複数クラス開設し

た。 

（ゼミ科目） 

ゼミ科目では、まず 1 年次の「入門ゼミⅠ・Ⅱ」で、多くの実践を通じて、他者と積極

的に関わる喜び、他者に自分の意見を伝えることの大切さを実感させる。このゼミでは、

本学独自のテキストを用いる。続く「演習Ⅰ・Ⅱ」では、卒業論文作成を通じて情報の収

集および分析方法を教え、論理的思考をもって問題に取り組む姿勢を育てる。2 年間を同

じ教員が担当することで、効率よくプレゼンテーションの経験を積ませることが可能とな

っている。 

（興動館科目） 

興動館科目は、「フィールド」という概念を大学の授業に持ち込み、従来の大学学問体
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系にとらわれない新たな枠組みで教育を行っている。「フィールド」とは、「人間力」を

構成する要素として設定した「元気力」「企画力」「行動力」「共生力」の４つの力それ

ぞれに「達成されるべき目標」を明示するものである。その上で「フィールド」に配置さ

れた諸科目は、科目の特性を生かしつつ、一定の方向性をもって授業を展開するという教

育方法をとっている。また、興動館科目では、1 年次から 4 年次までの全学生の履修が可

能で、尐人数教育・双方向授業のグループワークを基本に、授業のテーマから独自の発想 

・活動で新たなものを生み出す創成型学習としての教育を行っている。 

（キャリア科目） 

キャリア科目では、キャリア形成の意識付け、社会人としての基本的知識とスキルの習

得を目指し、様々な分野で即戦力となり得る人材を育成すべく、総合的な実践教育方法を

採っている。各科目とも、専門知識を備えた派遣講師が担当し、尐人数クラスで、ワーク

ショップ、フィールドワーク等を多く取り入れている。 

（能力開発科目） 

能力開発科目では、尐人数クラス制を取り入れ、基礎理論の徹底指導と答案練習を繰り

返すことにより学習効果を上げている。授業を行うのは、社会の第一線で活躍中の高度な

専門知識を備えた派遣講師である。さらに、講師派遣元の各業者とタイアップして、正課

授業を補う課外講座を開設し、長期休暇中の学習支援や資格試験直前対策などのフォロー

アップを行っている。 

 

〈大学院〉 

大学院経済学研究科博士課程前期課程では、研究者養成のための「研究者養成コース」、

主に、高度な専門職業人・実務担当者育成のための「経済学専修コース」、という 2 コー

ス制をとる。また、「研究者養成コース」「経済学専修コース」ともに、「基礎科目」部

門を設置し、基礎的なミクロ・マクロの経済理論の教育および外国語文献の処理能力を養

うための教育を行うことにより、初めて経済学を専攻する他大学出身の学生等を含め、各

コースでの学生の研究活動をより容易にする、という方法をとっている。 

同博士課程前期課程では、高度な専門職業人・実務担当者を目指す学生のために、学外

の専門職業人（公認会計士、税理士）による専門的・実践的教育を行っている。 

博士課程後期課程では、「研究者養成コース」のみを置き、将来研究者として活躍でき

る人材を育成する、という方法をとっている。 

博士課程前期課程、博士課程後期課程ともに、尐人数教育を重視・実行している。同時

に、主ゼミ・副ゼミ制度の形で、複数教員による研究指導を可能にしている。 

さらに、本研究科の学生は、本学学部の提供する、各種「能力開発科目」（資格取得支

援科目）を、学部の科目等履修生の形で、受講できるようにしてある。 

 

（２）３－１の自己評価 

〈学部〉 

建学の精神と立学の方針に基づき、教育目的は適切に設定されており、そのもとで、本

学部における教育課程の編成方針が明確に示されている。各学科の教育課程は、6 つの科

目分野から編成される。各科目分野は、学部の方針に照らして調整が図られている。           
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各科目分野の教育課程は、平成 16(2004)年のカリキュラム改革において、教育目的が教

育課程に十分反映するものとなるよう整備されている。教育方法についても、教育目的が

反映されたものとなるよう取り組みが行われている。科目分野によって教育目的を達成す

るために担っている役割が異なるため、取り組みの方法もさまざまであるが、学生や社会

のニーズに応えるべく、実践的要素を取り入れるなどの工夫を行っている。 

 

〈大学院〉 

大学院経済学研究科では、建学の精神と立学の方針のもと、学生のニーズや社会的需要

に基づき、教育目的が適切に設定され、また、その教育目的を達成するための教育課程の

編成方針が適切に設定されている。そして、教育目的を反映する教育方法等についても、

例えば、尐人数教育は実現できているといえる。また、主ゼミ・副ゼミ制度の導入により、

複数教員による研究指導の実質的実現に近づいている。 

さらに、本研究科の教育は、学部教育との連携が図られている。例えば、本研究科の教

育課程は、学部教育で得られた知識のさらなる発展・深化が可能となるよう、編成されて

いる。また、博士課程前期課程経済学専修コース「学部との 5 年プログラム」は、学部と

大学院による連携学習プログラムである。学部の在籍期間と通算して 5 年間で、修士（経

済学）の学位取得を可能にし、学部学生に、大学院をより身近なものとして認識させ、早

い段階から学習や研究への意欲を促進することを狙いとした制度である。 

 

（３）３－１の改善・向上方策（将来計画） 

〈学部〉 

本学部は、「ゼロから立ち上げる」興動人の育成を教育目的とし、その実現に向けて努

力している。教育方法については、上述したとおり、各科目分野によってさまざまな努力

が行われているところであり、将来的にも取り組みを推し進めていく。教育課程は、教育

目的に沿ったものとして編成されているが、学生がバランスよく望ましい形で履修を行っ

ているとは必ずしも言い切れない部分もある。この問題を解決するため、2 つの方策を実

践している最中であるが、より一層の改革を進めていく。１つは、学生が履修できる機会

を増やすこと、つまり、同一科目の複数開講や、分野における、さらなる科目の設置であ

る。もうひとつは、学生に履修のモデルを理解させることである。これについては、履修

相談会を開催したり、学生向けパンフレットに理解を促す図を掲載したりしているが、相

談会の内容の見直しや、挿入図の改善、その他の機会での広報活動など、より一層学生に

対して周知を図る。 

 

〈大学院〉 

大学院経済学研究科では、大学院運営委員会、FD(Faculty Development)委員会を核と

して、教育目的を反映する教育課程・教育方法等を実現するための、一層の方策を検討す

る。大学院運営委員会では、具体的には例えば以下のようなことを考えている。 

① 平成 20(2008)年度から、入学時に、学生に対して職業倫理や研究倫理の涵養を図る

ための機会を設定しているが、その内容を一層充実させる。それにより、学生の研

究活動をより確かなものにする。 
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② 主ゼミ・副ゼミ制度をさらに拡充し、より一層、複数教員による研究指導体制へと

近づける。それにより、多様な関心を持った、様々な学生にたいする研究指導を可

能にする。 

③ 現在、大学院学生と本学の教員有志で、定期的に「大学院研究会」を開催し、大学

院学生および教員がそれぞれの研究報告を行い、その報告を巡って意見を交わして

いる。この「大学院研究会」を、本研究科の行事としてより堅固に定着させ、大学

院学生への、刺激・助言等の提供の場とする。 

 

３－２．教育課程の編成方針に即して、体系的かつ適切に教育課程が設定されていること。 

（１）事実の説明（現状） 

３－２－① 教育課程が体系的に編成され、その内容が適切であるか。 

〈学部〉 

本学部の学科科目については、「入門科目」で必要最小限の知識を獲得し、「基礎科目」

で基礎・基本を学び、「発展・応用科目」で、より専門的な学習をすることができるよう

なカリキュラム体系（3 段階方式）をとっている。 

本学部の教育課程を構成する各科目分野の現状は、以下のとおりである。 

（学科科目） 

経済学科の教育課程には、入門科目群に導入科目、基礎科目群に経済学各分野の基礎的 

・総論的な科目、発展・応用科目群に、基礎科目群に対応した、より専門的で各論的・実

践的科目が配置されている。各科目群の連携と、入門科目群と基礎科目群の編成には特に

注意を払っている。カリキュラムを全体的に見れば、段階的また系統的に組まれており、

その内容も適切である。 

経営学科の教育課程は、3 系統の科目群（マネジメント系科目群、アカウンティング系

科目群、マーケティング系科目群）からなる。それぞれを、入門科目、基礎科目、発展・

応用科目の 3 つに分け、より基礎的で総論的な科目から、より高度で各論的な内容へと自

然に学習が進められるよう工夫している。演習系科目群と特別演習科目群を配置し、ビジ

ネス・プランの作成を通じて、3 系統の知識を統合的かつ実践的に理解できるよう配慮し

ている。 

国際地域経済学科の教育課程は、グローバルマインドを育成するための 3 本柱、すなわ

ち①国際経済理論系、②アジア・太平洋地域各国の経済・社会と文化系、③国際実践系で

編成され、①、②の系には、導入科目を配した入門科目群、基礎的・総論的な科目を配し

た基礎科目群、より専門的で各論的な発展・応用科目群が配置されている。また、③の系

においても、入門、基礎、発展・応用レベルに相当する国際実践科目が配され、とりわけ

企業インターンシップを中心に、文章力やコミュニケーション能力、更には企画能力など

の実践能力の修得が意図されている。 

ビジネス情報学科の教育課程には、ビジネス系科目と情報系科目が 1 年次より順次段階

的に配置され、3 年次・4 年次では現代ビジネスと社会のニーズを反映した融合・複合分

野の科目群が配置されている。1 年次から徹底したコンピュータ教育を行い、情報活用ス

キルの修得を徹底するとともに、高度な情報専門教育への基礎力を養えるよう、体系的に

編成されている。 
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メディアビジネス学科の教育課程は、デジタルメディアを戦略的に活用するための基礎

的技能となる情報処理に関する科目を包含し、ビジネスの現場で即戦力となる知識と情報

およびメディア活用スキルの習得を目的として、ビジネス分野の科目群を配置している。

以上を統合しながら、今後の IT 社会および高度情報ネットワーク社会に対応できる実践

的能力を養うよう体系づけられている。 

（共通科目） 

共通科目の教育課程は、コミュニケーション能力を身につけるための「外国語科目」と

「日本語文章表現科目」、および総合的に判断する力を育てるための「総合科学科目」と

いう 3 つの科目群から成っている。「総合科学科目」では、「入門科目」とその他の科目

を、人文・社会・自然・健康スポーツの 4 分野にわたって体系的に配置し、興味・関心に

従って学ぶことができるようにしている。「入門科目」は、履修資格を 1・2 年生に限定

し、各分野の科目の導入的性格を持たせている。また、「外国語科目」では、基礎的な語

学力を養う「基礎科目」と、より高い語学力と会話力を養う「演習科目」を配置している。 

（ゼミ科目） 

ゼミ科目の教育課程は、1 年次から 4 年次まで、学生生活全体を通してプレゼンテーシ

ョン能力の開発が行われるよう、体系的に編成されている。1 年次生は、入学後全員が入

門ゼミⅠ・Ⅱを履修する。経済学科、経営学科、国際地域経済学科の 3・4 年次生は、演

習Ⅰ・Ⅱを履修する。メディアビジネス学科、メディア情報学科の学生は、2 年次よりそ

れぞれの学科の演習科目へと進む。各学科とも、1 年次で学んだプレゼンテーションの基

礎力を活かし、演習でさらにその力を伸ばせるよう工夫されている。 

（興動館科目） 

興動館科目の教育課程は、4 つのフィールドから構成されている。「元気力フィールド」

では「自らの可能性を引き出すための意欲・気概」を、「企画力フィールド」では「無か

ら有を創造する企画の力」を、「行動力フィールド」では「行動する方法を考え、失敗を

怖れず挑戦する力」を、「共生力フィールド」では「他者理解と自己表現を身につけ、協

働して何かをなし遂げる力」を、それぞれの目標としている。興動館科目の基本定員は 30

人で、そのうち半数は 1 年次に配分され、4 年次に至るまでに 4 つフィールドを万遍なく

履修できるようにカリキュラムが設定されている。 

（キャリア科目） 

キャリア科目の教育課程は、「キャリアプランニング関係科目」「公務員試験関係科目」

「就職対策試験関係科目」「教員採用試験関係科目」から編成されている。学生が主体的

な進路選択ができるようになり、各種就職試験に対しても実効性がある科目群編成となっ

ている。授業の満足度も総じて高く、その内容は適切である。 

（能力開発科目） 

能力開発科目の教育課程は、学科科目の理論とリンクする実務・実践力を身につける科

目で体系的に編成されている。また、知識を積み上げる方式を採り、習熟度や配当年次に

よって履修条件を設定するなど、段階的で・系統だった科目編成になっている。授業の満

足度も総じて高く、その内容も適切である。 
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〈大学院〉 

大学院経済学研究科博士課程前期課程の教育課程は、(ⅰ)基礎科目、(ⅱ)理論経済学、(ⅲ)

経済史、(ⅳ)経済政策、(ⅴ)財政学・金融論、(ⅵ)統計学、(ⅶ)経営学、(ⅷ)地域研究、(ⅸ)

特設科目の 9 部門から成る。 

基礎科目部門は、初めて経済学を専攻する他大学出身の学生等を含め、学生の本前期課

程での研究活動をより容易にするために、基礎的な事項について教育を行うためのもので

ある。 

上記(ⅱ)から(ⅵ)までの部門は、理論経済学、経済史、経済政策、財政学・金融論、統計

学という、経済学専攻の研究科前期課程にとって基本的な分野に関連する事項について、

教育を行うためのものである。上記部門(ⅶ)、(ⅷ)は、経営学、地域研究に関連する学習

を希望する学生のために置かれている。 

また、上記諸部門中の授業科目を必要に応じて履修することにより、高等学校教諭専修

免許状（地理歴史、公民）を得るための資格取得が可能となる。さらに、特設科目部門の

なかには、公認会計士・税理士志望の学生を意識した授業科目が設置されている。 

そして、前期課程の「研究者養成コース」では、研究指導をより重視して、必修科目と

して「研究指導 A」（8 単位）と「研究指導 B」（8 単位）の二つの研究指導を置き、「経済

学専修コース」では、必修科目としての研究指導は「研究指導 A」（8 単位）のみとし、よ

り多くの選択科目を履修できるよう配慮されている。 

また、「研究指導」、基礎科目部門の授業科目（選択）、特設科目部門中の幾つかの授

業科目以外の授業科目は、すべて 2 単位科目で、前期あるいは後期の授業で完結し、学生

ができるだけ多くの授業科目を履修できるよう配慮されている。 

大学院経済学研究科博士課程後期課程は、「研究者養成コース」のみで構成されており、

その教育課程は、上記の部門(ⅱ)から部門(ⅷ)までの 7 部門から成る。 

経済学専攻の研究科後期課程にとって基本的な部門(ⅱ)から(ⅵ)までの部門に加え、経営

学、地域研究に関する部門を置くことにより、学生からのより幅の広い希望に応えうる構

成となっている。 

 

３－２－② 教育課程の編成方針に即した授業科目、授業の内容となっているか。 

〈学部〉 

学部では、全学科に、経済、経営の基本的な知識を修得させるための「経済入門」と「経

営入門」の両科目（学科科目）を必修として配置している。 

さらに、経済学科、経営学科、国際地域経済学科では、情報リテラシー能力をつけさせ

るために「情報処理入門Ⅰ・Ⅱ」（学科科目）を必修にしている。なお、ビジネス情報学

科とメディアビジネス学科は、学生がより深く学習することができるようにするために、

独自の授業科目（学科科目）を設置し、対応している。 

学科科目の基礎科目では、教育が過度に細分化・専門化・高度化することがないよう、

学科ごとに、基本的な教育内容となるように配慮している。 

本学部の教育課程を構成する各科目分野は、それぞれの編成方針に基づき、以下のよう

に授業科目を設置し、授業の内容を工夫している。 
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（学科科目） 

経済学科では、導入科目と位置づける入門科目群に「経済入門」「ファイナンス入門」

「情報処理入門Ⅰ・Ⅱ」、基礎科目群に「ミクロ経済学基礎Ⅰ」「マクロ経済学基礎Ⅰ」

を必修科目として設置し、理論経済学の基礎を学ばせている。そのほか「経済政策論基礎」

「金融論」「情報処理論」等の科目を置き、発展・応用科目群の基礎となる科目を展開し

ている。発展・応用科目には、実践科目として「実践景気分析」「実践まちづくり」「実

践ファイナンス」等を設置しており、これらは、尐人数で課題にチャレンジする授業内容

となっている。また、地域特別講義群に「広島地域ものづくり事情」「中・四国地域経済・

金融事情」「中・四国地域特別講義（流通・サービス・製造）」を置く。地元経済人を講

師として招き、現場の生の経済情勢等を聞く内容で、学生が地域に密着した人材となるた

めの有意義な授業となっている。 

経営学科の科目群は 3 系統の科目群から構成されている。各系統のもっとも基礎的な科

目「経営入門」「簿記原理Ⅰ（入門）」「簿記演習Ⅰ（入門）」「マーケティング入門」は

必修科目として 1 年次に設置している。3 系統それぞれについて基礎科目群があり、2 年

次に設置している。さらに、3 系統の知識を統合的かつ実践的に学ぶための科目も開講し

ている。それらの科目は、ビジネス・プランを立案することを主な課題としており、受講

者は各自のビジネス・プランの立案の中で、3 系統の知識を統合的かつ実践的に理解する

ことができる。 

国際地域経済学科では、経済の基本を学ぶ「経済入門」と「経済学基礎」、各国社会・

文化の多様性に関し理解を深める「国際地域経済入門Ⅰ」並びにその「映像編」を、１年

次に設置している。これらの科目は、グローバルマインド修得のための重要な出発点とな

る。2 年次には、「国際経済基礎Ⅰ・Ⅱ」を設置し、国際経済を学ばせる。その他の基礎

科目、発展・応用科目の学習は、理論系重視あるいは実践系重視の視点で選択が可能であ

るが、実践系に通じる 1 年次の「異文化体験」、2・3 年次の企業インターンシップは、特

にユニークかつ重要な科目である。 

ビジネス情報学科では、職業上の進路の想定を容易にし、学習歴の専門性をより強く意

識させるために、3 つの履修モデルを明示している。これら履修モデルのもっとも入門的

な科目となる「ビジネス情報入門」「情報数学入門」「情報入門演習」などが 1 年次に共

通的に配置されており、以降、各履修モデルの基礎科目（「ビジネス概論」「IT 論」「情

報処理論」など）へと学習を進めていく。3 年次からは「発展・応用」の段階へと進み、

「e ビジネス」「電子金融取引」「IT 応用事例研究」「情報教育演習」などの高度かつ実

践的な専門科目を履修していく。各学生が「専門性」「学習歴」「進路」の三点を同一線

上に捉え、明確な目標の上に履修が行えるような講義編成がなされている。 

メディアビジネス学科では、実践的な e マーケティングスペシャリストを育成するため

の基礎的必修科目として、「ビジネスとメディア」「メディア・マーケティング論基礎」

「デジタルメディア基礎Ⅰ・Ⅱ」を 1 年次に設置している。さらに 2 年次以降の発展応用

科目として、ビジネス科目群では「メディア・マーケティング論」「広告とメディア」「企

業広報論」等を、メディア・IT 科目群では「メディア・リテラシー」「メディア技術論」

「メディアと法」「マルチメディア論」等を設置している。これらは企業においてデジタ

ルメディアを戦略的に活用できる人材を段階的に育成することを目指した授業内容となっ



広島経済大学 

- 11 - 

ている。 

（共通科目） 

共通科目は、広い視野に立って総合的に判断する力を育てるための「総合科学科目」と、

コミュニケーション能力を身につけるための「外国語科目」「日本語文章表現科目」、お

よび教育職や公務員等の職業への就職をめざす学生向けの「資格関連科目」から成ってい

る。「総合科学科目」では、「人文」「社会」「自然」および「健康スポーツ」の 4 分野

にわたり、興味・関心に従って重点的に学ぶことができるように豊富な授業科目を配置し

ている。また、「外国語科目」では、基礎的な語学力を養う「基礎科目」と、より高い語

学力と会話力を養う「演習科目」を配置している。さらに、「日本語文章表現科目」につ

いては、後述のとおり（ｐ.33 B 自己の考えを表現する文章表現能力の育成について）、

全学生に対しての文章表現能力向上を目指した授業科目・内容となっている。 

（ゼミ科目） 

ゼミ科目は、全体を通してプレゼンテーション能力の開発を目指している。1 年次の必

修科目である「入門ゼミⅠ・Ⅱ」では、まず学生が教員や同級生と慣れ親しみ、より良い人

間関係を築くことを学ぶ。また、レポートや小論文の書き方、研究発表の方法等について

習熟させ、プレゼンテーション能力の基礎を身につけさせる。3・4 年次の必修科目である

「演習Ⅰ・Ⅱ」では、論文作成を通じて、資料収集能力、分析能力、論理的思考力を身につ

けさせ、プレゼンテーション能力開発を可能とする内容となっている。 

（興動館科目） 

興動館科目の 4 つのフィールドは、その達成目標に沿った授業科目・授業内容で構成さ

れている。「元気力フィールド」では、「わが人生の転機Ⅰ・Ⅱ」のように教職員と授業

参加者が相互の「体験」を語り共有化することで「意欲や気概」を引き出し、「企画力フ

ィールド」では「企画力養成講座」に代表されるように「企画への情熱や具体的なスキル」

を身につけさせる。また、「行動力フィールド」では「防災まちづくり実践講座」のよう

に地域社会でフィールドワークを繰り返して「社会への関心や行動力」を養成し、「共生

力フィールド」では「広い世界に飛び出そう」に代表されるように外国人留学生とのディ

スカッションやグループ作業を通じて「他者理解」・「自己理解」をはからせるなどして

いる。 

（キャリア科目） 

キャリア科目では、1 年次に、別名「自分作りゼミ」と呼ばれる「キャリアデザイン入

門Ⅰ・Ⅱ」を設置し、続いて 2 年次に、「雇用されるにふさわしい能力」を身につけるた

めの科目として「キャリアデザインⅠ・Ⅱ」を実施する。最終的に「キャリア実践」で 1・

2 年次に培った自己分析能力、価値観、哲学思考をもとに論理的思考能力の育成と職業意

識の醸成を確立していく。また、公務員試験関係科目、就職対策試験関係科目、教員採用

試験関係科目では、各採用試験対策に必要とするスキルアップはもちろんのこと、就職活

動に関わる実践的な知識を身に付けるまでをサポートする授業内容としている。 

（能力開発科目） 

能力開発科目は、主として資格取得を目指す科目編成とし、代表的な「税理士関係科目

（税務実務実践教育）」では、在学中に税理士資格取得のための簿記論、財務諸表論の 2

科目取得を目指し、1 年次に簿記の基礎と応用および簿記論の基礎、2 年次に簿記論の応
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用授業・問題演習、財務諸表論の基礎授業、3 年次に財務諸表論の応用授業・問題演習を

行なう等、一貫教育を行っている。その他の関係科目も 3 学期程度の期間をかけて学習を

行い、各資格試験実施日にあわせた授業日程を組んでいる。また、授業効率と密接な指導

を行なうため、すべて 50 人以下の定員で実施されている。 

 

〈大学院〉 

（前期課程）：大学院経済学研究科博士課程前期課程は、「研究者養成コース」と「経済

学専修コース」から成り、「研究者養成コース」では、必修科目として「研究指導 A」（8

単位）と「研究指導 B」（8 単位）の二つの研究指導を置き、「経済学専修コース」では、

必修科目としての研究指導は「研究指導 A」（8 単位）のみとしている。（なお、研究指

導科目については、本学専任教員のみが担当。） 

上の点以外は、両コースの教育課程は同一の内容をもつ。 

その教育課程を構成する前述の 9 部門のうち、基礎科目部門には、「マクロ経済学」「ミ

クロ経済学」「外書講読（英語）」「外書講読（ドイツ語）」「外書講読（フランス語）」

が置かれ、基礎的なマクロ・ミクロの経済理論の教育および外国語文献の処理能力を養う

ための教育を行う。部門(ⅱ)から(ⅷ)までには、それぞれ、理論経済学、経済史、経済政策、

財政学・金融論、統計学、経営学、地域研究に係る、基本的・応用的諸授業科目が配置さ

れている（開講授業科目の詳細については、本学『院生便覧』〔2008 年度版〕37～42 頁

を参照されたい）。特設科目部門には、その時々のトピック等の状況に応じて開講される

「経済学特殊講義特論」に加え、「所得税法特論」「法人税法特論」「消費税法特論」「会

計監査論特論」が置かれている。そして、上記授業科目の内容は、各々の授業科目名を具

現したものになっている。 

以上のような形で、研究者養成コースの学生および経済学専修コースの学生が、各自の

希望する研究活動ができるよう、教育課程の編成、ふさわしい内容をもつ授業科目の配置

がなされている。 

（後期課程）：大学院経済学研究科博士課程後期課程は、「研究者養成コース」1 コース

のみから成り、研究指導を重視して、必修科目 24 単位としている。（なお、研究指導科

目については、本学専任教員のみが担当。）そして、その教育課程を構成する、部門(ⅱ)

から(ⅷ)までには、それぞれ、理論経済学、経済史、経済政策、財政学・金融論、統計学、

経営学、地域研究に関連する基本的な授業科目が配置されている。このような形で、研究

者養成のための、教育課程の編成、ふさわしい内容をもつ授業科目の配置がなされている。 

 

３－２－③ 年間学事予定、授業期間が明示されており、適切に運営されているか。 

学部においては、前年度中に、年間の授業期間ならびに諸行事を教授会で定め、新学期

が始まる前のガイダンスにて、本学学務センターが作製した『教務ガイド』等の各種印刷

物を学生に配布し、周知している。 

本学は、2 学期制（セメスター制）を採用している。各授業科目は、半期 16 週を確保し

ており、14 週を通常授業週、1 週を授業日調整期間（主に補講実施週）、1 週を定期試験

期間としている。特に 15 週に加え、授業日調整期間を 1 週間確保することによって、授

業が休講となった場合には、補講ができる体制を整えている。 
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大学院経済学研究科においては、前年度中に、研究科委員会で、年間の授業期間ならび

に諸行事を定め、本学学務センターが作製した『院生便覧』によって周知している（『院

生便覧』は、学期初めに配布している）。同研究科の授業期間は、学部と同様に 2 学期制

を採用しているが、授業実施週は 15 週となっている。 

 

３－２－④ 年次別履修科目の上限と進級・卒業・修了要件が適切に定められ、適用され

ているか。 

本学の年間履修単位数の上限（履修制限単位数）は、1 年次の場合には 40 単位、2 年次

～4 年次の場合には 48 単位となっている。本学では、入学初年次を高等教育（大学教育）

への導入期と捉え、無理な履修や単位修得を避けるため、その上限単位数を 2 年次以上の

ものよりも 8 単位低く設定して、一つ一つの科目にじっくり向き合ってもらえるよう工夫

している。2 年次以上についても、各年次での、持続的な学問への取り組みと無理のない

時間割設定が行えるように年間履修単位数の上限を設けている。ただし、4 年次の後期の

み追加で 8 単位が履修できるよう、卒業に向けての配慮も行っている。 

進級要件については、設定していない。卒業要件については全学科とも卒業要件単位数

を 124 単位とし、学科別の履修要件・科目を満たし、修業年限 4 年以上を満たした者につ

いて、教授会の議を経て卒業を認定している。また別に、早期卒業制度を実施している。

この制度は成績優秀な学生（卒業に必要な修得単位数を含むすべての履修科目の成績評価

がＡ以上で、なおかつ 20 科目以上が AA である）に対して 3 年間の在学で卒業を認める

ものである。 

各学科の履修要件は、本学の教育目標を達成できるよう工夫されている。その内訳は、

表 3－2－1 のとおりである。 

 

表 3－2－1 卒業要件単位数（学部） 

学部 学  科 区 分 内 訳 修得必要単位数 

 
 

 
 

経 済 学 科 

 

経 営 学 科 

 

国際地域経済学科 

共通科目 

必修科目 4 

選択必修科目 2 以上 

選択科目 24 以上 

学科科目 
必修科目 10 

選択科目 30 以上 

自由選択科目  38 以上 

ゼミ科目  16 

合計  124 以上 

ビジネス情報学科 

 

メディアビジネス学科 

共通科目 

必修科目 4 

選択必修科目 2 以上 

選択科目 24 以上 

学科科目 
必修科目 10 

選択科目 42 以上 

自由選択科目  38 以上 

ゼミ科目  4 

合計  124 以上 
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大学院経済学研究科においては、履修制限単位数を設定していない。また、大学院の修

了要件については、表 3－2－2 のように定めている。 

 

表 3－2－2 修了要件単位数（大学院経済学研究科） 

課 程 コース 区 分 要件単位数 

博士課程前期課程 

研究者養成コース 

必修科目（研究指導） 16 

選択科目 14 以上 

合  計 30 以上 

経済学専修コース 

必修科目（研究指導） 8 

選択科目 22 以上 

合  計 30 以上 

博士課程後期課程  

必修科目（研究指導） 24 

選択科目 12 以上 

合  計 36 以上 

 

３－２－⑤ 教育・学習結果の評価が適切になされており、その評価の結果が有効に活用

されているか。 

学部、大学院ともに、授業を担当する教員は、シラバスで明示されている成績評価の方

法にしたがって、厳正に成績評価を行っている。学生は、シラバス等により、その成績評

価の方法を知るとともに、学生が、授業に取り組む姿勢、学習方法の点検・改善に生かす

ことのできるように、成績表に「素点」を明示している。 

成績順位は、大学院経済学研究科博士課程前期課程経済学専修コース「学部との 5 年プ

ログラム」への推薦、奨学金の採用等に利用されている。 

なお、成績の評価基準は、データ編【表 3－2】に示すとおりである。 

 

３－２－⑥ 教育内容・方法に、特色ある工夫がなされているか。 

A 興動館科目について 

興動館科目は、尐人数教育・双方向授業のグループワークを中心とする授業で、①「教

える授業」から「学びを生む授業」、②教員はコーディネート的な役割を担い、履修生が

主役となって「ともに学びあう授業」、③インプットよりアウトプットを、④結果よりも

プロセスを重視、⑤地域・社会と密着する、などの工夫を凝らしている。したがって、4

つの「フィールド」に分類された授業を担当する教員は、その「達成されるべき目標」に

沿った授業方法の特色ある工夫が要求され、それを実行している。 

具体的には、「元気力フィールド」の科目では、「わが人生の転機Ⅰ・Ⅱ」のように、

教職員、同窓生と履修生が相互の体験について自己開示して共有化することを、また、「個

性がはじける朗読」では、さまざまなジャンルの文学作品を朗読することを通じて、受講

者の意欲や気概を引き出すように、それぞれ工夫している。「企画力フィールド」の科目

では、「企画力養成講座」のように、企画への情熱や具体的スキルを、履修生と対話を重

ねながら身につけさせることを、また「『私達の広島』フォトカルタづくり」では、広島
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の魅力を伝えるオリジナルカルタ作成の企画を立てることを通じて、履修生の企画力の向

上を図るように、それぞれ工夫している。「行動力フィールド」の科目では、「防災まち

づくり実践講座」のように、履修生が地域住民と連携してフィールドワークを実施し、災

害危険地域の調査・防災対策の検討をしていること、また「ビジネスシミュレーション・

ゲーム」では、4 人を一つのグループとし、実際のビジネスをシミュレーションしたゲー

ムによって、グループの行動計画（戦略・戦術）を作成させるように、それぞれ工夫して

いる。「共生力フィールド」の科目では、「広い世界に飛び出そう」のように、履修生が

外国人留学生と相互の文化に関するディスカッションを行うこと、また「人・人間・人間

関係」のように、2～7 人のグループワークで人間関係を考え、仮説をたてて実験し、これ

らを通じて他者理解・自己理解を図らせるように、それぞれ工夫している。 

一方、興動館科目は、興動館プロジェクトとの連携もその特色である。すなわち、履修

生が興動館科目の 4 つのフィールドで学んだ諸力を、プロジェクト活動立ち上げや活動推

進に生かしたり、また、プロジェクト活動を行う過程で生まれた気づきから、興動館科目

で学び直したりする教育方法を採っているからである。つまり、興動館科目、興動館プロ

ジェクトからなる興動館教育プログラムは、いわゆる PBL（Project Based Learning）の

考え方に基づくもので、相互に特色ある工夫がなされている。 

 

B 自己の考えを表現する文章表現能力の育成について 

本学では、社会で役立つ人材を育成するために、開学当初から文章表現科目を設置して

きたが、平成 13(2001)年度から 1 年次の必修科目として「文章表現基礎演習」を開設した。 

本年度からは、さらに文章表現指導を強化するため、到達目標を明確にして日本語専門

教員が担当する、1 年次履修登録必修科目「日本語文章表現」を立ち上げた。 

現在、開講されている日本語文章表現の授業科目は、表 3－2－3 のとおりである。 

 

表 3－2－3 日本語文章表現授業科目 

授業科目名 配当年次 開講時期 開講クラス数 定員 備     考 

日本語文章表現 1 年次生 後期 24 クラス 40 人 文検 3 級受検必修。 

文章表現演習・基礎 

（文検3 級レベル） 
2 年次生以上 前期 

後期 
2 クラス 
2 クラス 

40 人 
原則として文検3 級未取得者
が履修。 

文章表現演習・標準 

（文検準2 級レベル） 
2 年次生以上 前期 

後期 
4 クラス 
１クラス 

40 人 文検 3 級取得者が優先履修。 

文章表現演習・発展 

（文検2 級レベル） 
2 年次生以上 後期 3 クラス 30 人 

文検準 2 級、3 級取得者の順
に優先履修。 

 

本学の文章表現指導の特徴は、授業の一環として日本語文章能力検定（略称：文検）受

検を取り入れていることである。この検定は、「理論に従って学べば必ず文章能力は向上

する」という考え方で行われており、文章作成に必要な 4 つの能力（内容把握能力・構成

能力・表現能力・作成能力）が審査される。学生は、順次上位級合格を目指すことで文章

表現力を高めることができる。そこで、本学では、上表のように授業「文章表現演習・基

礎」「同・標準」「同・発展」を設け、自分に合った検定級を受検することを推奨してい
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る。 

また、学生自らが自学自習して文章表現力の向上を目指すために、資格取得に対する単

位振替認定制度を平成 13(2001)年度から設けている。文検 3 級を取得した場合には 2 単位、

同準 2 級を取得した場合には 4 単位（既に 3 級を取得している時には 2 単位）、同 2 級を

取得した場合には 6 単位（既に準 2 級を取得している時には 2 単位）が認定される。 

 

C 国内・海外インターンシップについて 

国際地域経済学科では、国際実践科目群に、2 年次学生を対象とする「企業インターン

シップⅠ（国内）」（以下国内プログラム）および国内プログラム修了者の受講を想定した

「企業インターンシップⅡ（海外）」（以下海外プログラム）を設置している。 

国内・海外プログラムは、海外事業を展開する多数の地元企業の支援を得て、それらの

国内事業および海外事業での企業研修を科目の中心に据えて実施される産学連携総合教育

プログラムである。現在一般に普及しているインターンシップは、1－2 週間の企業研修の

前後に数回の事前・事後研修を据えた数週間のプログラムであることが多いが、ここで紹

介する国内・海外プログラムは共に、週 2 回の講義と演習活動で構成される通年のプログ

ラムである。前者では 2 週間の夏季企業研修を含め 8 単位が、また後者では、4 週間の夏

季海外企業演習を含め 10 単位が認定される。なお、海外研修先は、アメリカ、シンガポ

ール、中国など多彩である。 

国内プログラムでは、前期に研修企業やその業界の研究、研修課題の設定などの事前研

修を行い、夏季企業研修に臨む。海外プログラムでは、それらに加え、語学研修、研修国

の社会や文化など全般に関わる学習や海外渡航準備を行う。一方後期活動の中心は、研修

報告書の作成と研修成果報告会の開催である。 

国内・海外プログラムをユニークなものとしている要素の主なものは、①国内では A4

判 5 枚、海外では 10 枚以上を求められる報告書の作成とその製本・配布、②学生主体の

自主的活動の多用、とりわけ学生主体での企画・準備・運営による大規模な報告会の開催、

③6 名の教員の共同指導、④集合スペースやパソコン・関連資料を揃えたインターンシッ

プ推進室の全面支援などがある。国内・海外プログラムの履修を通じ学生たちは、コミュ

ニケーション能力を含む実務能力や異文化対応能力を高め、多くの友人を得ると共に、自

らのキャリア形成を十分考えそれに備える機会を得ることになる。 

 

３－２－⑦ 学士課程、大学院課程、専門職大学院課程等において通信教育を行っている

場合には、それぞれの添削等による指導を含む印刷教材等による授業、添削等

による指導を含む放送授業、面接授業もしくはメディアを利用して行う授業の

実施方法が適切に整備されているか。 

通信教育を行っていない。 

 

（２）３－２の自己評価 

〈学部〉 

教育課程は、本学の教育目的を実現するために、体系的に編成されている。特に、①共

通科目では各分野で授業科目が多数開講され、幅広い知識を獲得し、視野を広めることが
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できること、②人格の完成を目指す本学独自の興動館科目があること、③学科科目は入門

科目、基礎科目、発展・応用科目という 3 段階方式によって授業科目を編成していること、

④実務・実践的な能力をさらにつけさせるために、キャリア科目や能力開発科目を設置し

ていることは、評価できる諸点である。 

学年暦と授業期間については、委員会・教授会で調整され、年度初めまでに、学生・教

職員に、ホームページ等に明示している。 

授業実施回数については、学生への学びの保証という観点からも、定期試験を含め 15

回実施を遵守している。卒業要件および履修制限単位についても、4 年間の学習体系を守

り、学生が自ら考え、履修できるよう配慮されている。 

卒業要件や年次ごとの履修科目の上限等は、学則および履修細則に明示されており、そ

れにしたがって、教授会において卒業判定を厳正に行っている。 

成績評価における素点の公開は、教員による成績評価の透明性が高まり、学生にとって

は詳細な成績評価を知り、今後の学習に活かすことができる、効果のある施策となってい

る。 

 

〈大学院〉 

大学院経済学研究科では、教育課程が体系的に編成され、その内容は適切なものとなっ

ており、また、授業科目、授業の内容は、教育課程の編成方針に即したものとなっている。 

 

（３）３－２の改善・向上方策（将来計画） 

〈学部〉 

平成 18(2006)年度実施のカリキュラム改革で、教育課程を大きく改訂したため、編成そ

のものは方針に即して、体系的かつ適切に設定されている。ただし、学生のニーズの変化

や、社会環境の変化は常に起こっている。今後は、その変化を見極めつつ、必要に応じて、

教育課程の改革を行っていく。 

 

〈大学院〉 

大学院経済学研究科では、本研究科の、大学院運営委員会、FD 委員会を核として、継

続的に、教育課程の検討（税理士志望学生対応を含め）、教育課程に沿った教員組織の検

討をしていく。 

 

［基準３の自己評価］ 

興動人を育成することが本学の教育目的であり、それに沿う教育課程を目指して大々的

なカリキュラム改革を行ったところである。そのため、教育課程や教育方法は、教育目的

が反映されたものとなっており、教育課程についても、その編成方針に即して体系的かつ

適切に設定されていると概ね評価している。 

 

［基準３の改善・向上方策（将来計画）］ 

教育目的実現のために、①学科科目・共通科目では「必要な基礎知識の習得」を、②ゼ

ミ科目では「プレゼンテーション能力の開発」を、③興動館科目を含む興動館教育プログ
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ラムでは「人間力の開発」を、それぞれ担うことになっている。こうした方針に沿う形で

のカリキュラム編成となってはいるが、①と②については、授業内容の工夫、授業環境の

整備を行っていく。また、今後は、興動館とその他の教育組織との連携をさらに深めてい

く。 


